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は し が き

　本書は企業会計の入門書です。大学 2～3 年生ぐらいを念頭

に書かれています。会計の勉強では，その技術的な仕組みから，

そこで扱われる企業や市場の事実まで，ある程度の知識がない

と「なぜ」を問うのが難しく，理屈がわからないまま意欲を失

う人が多いといわれます。むしろ社会に出て企業の実態にふれ

たり，ビジネス・スクールに留学したりして，おもしろく感じ

るようになったという話を何度も聞きました。そのようなおも

しろい世界に少しでも早く近づけるよう，ただ覚えるだけでな

く，基礎となる理屈を学ぶことで知識や経験を補う入門書を書

きたいと思ってきた次第です。

　考えて学ぶプロセスに重点をおいた本書は，もっと初歩の入

門書をすでに学んだ学生や，財務諸表ぐらいは読めないと肩身

が狭いと感じ始めた社会人の皆さんに，いわば再入門の独習書

として読んでいただくこともできるでしょう。また経済学やフ

ァイナンス，あるいは経営学や法律学などを学ぶうえでも，会

計情報の性質を理解するのに役立てていただけるかと思います。

会計基準の国際統合（コンバージェンス）が進む昨今は，よい

基準も悪い基準も一気に広がる時代ですが，できるだけ情報の

歪みを除いて利用目的に活かすには，より普遍的な理屈の理解

と，それに基づく批判的な視野が不可欠です。

　本書の目的は，特定の会計基準の解説や啓蒙・普及ではあり

ません。そのようなトレーニングとしての教育は職業的専門家

の責務であり，大学人である著者が寄与できるのは，あくまで
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もエジュケーションの意味での基礎教育です。話題になること

の多い国際会計基準（国際財務報告基準；IFRS）をはじめ，現

実の基準にはその目的に適う範囲でなるべく詳しくふれますが，

それは事実を偏りなく学び，問題点を含めて理解を深めるため

の作業です。もちろん，だからといってそれは会計研究という

意味での会計学の入門書でもありません。学を語る前にまず対

象を知ることが本書の目的です。

　本書では，論旨を追いやすいよう，枝葉を「Memo」として

関連する部分に挿入しました。そのなかには，理解を助けるた

めに言い方を変えたり数値例を補ったりしたものもあれば，本

文の説明の先にある問題点を示唆したもの，関連の深い話題を

追加したものなど，いろいろなものが含まれます。広まってい

る誤解に注意を喚起する意味で，難しい話にふれたところもあ

ります。読者は各自，取捨選択してお読みください。各章の末

尾には，学んだことを基に知識の整理や応用を試みるための演

習問題「Discussion」を加えています。復習を目的にしたもの

ばかりでなく，中級かそれ以上の問題や，本文で説明していな

い話題も含まれています。正解は 1 つだけだと思わずに，自由

に考えたり討論したりすることで，少しでも視野を広げていた

だければと思います。

　執筆にあたっては荒田映子氏（武蔵大学）にモニターの役目

をお願いし，教えている学生の立場に立って，わかりやすくす

るための注意や提案を最初の草稿に詳しく書き込んでいただき

ました。さらに山田純平氏（明治学院大学）にも，それを受け

た修正版に注文を出していただきました。そのほか，草稿の一

部をチェックしたり，会計基準の動向などで質問に答えたりし

てくださった学界や実務界の仲間には，当方の誤解や不注意で
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ご迷惑をおかけしないよう，お名前を掲げずに感謝の意をお伝

えします。いずれにせよ，それらを正しく活かせていない責任

が，すべて著者ひとりにあるのは断るまでもありません。

　最後になりましたが，本書の企画を推進し，的確なアドバイ

スとともに完成までの工程を注意深く管理してくださった有斐

閣の尾崎大輔氏に，心よりお礼を申し上げます。

2014 年 11 月

斎 藤　静 樹

　◆ 補訂版に際して

　初版の刊行後約 1 年が経過し，その後の状況にあわせて付録

A「会計基準の国際動向」を全面的にアップデートしました。

それに加えて，第 2 章の 3～4 節を中心に，いくつか文章を直

したり補ったりしました。扱っている問題の性質上，具体的な

事実や会計基準との関係が初学者にはイメージしにくいところ

などで，正確さより直感的なわかりやすさをさらに優先させた

ものです。付録 A を別にして内容は変わらず，文章の手直し

もごく限られた範囲ですので，初版の補訂版として刊行する次

第です。

2016 年 1 月

斎 藤　静 樹
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フレッシュ・スタート法　　221，

239
プレミアム　　81，91
プロサイクリカリティー　　88
粉飾決算　　233
分配規制　　173，174
平均原価法　　121
ヘッジ　　85，106
ヘッジ会計　　237
包括利益　　28，53
法定耐用年数　　124
補完関係　　228
保守性　　128
保有利得　　73

◆� ま　行

マーケット・アプローチ　　243
満期保有目的債権　　80
未解消項目　　57
無形資産　　138
無条件債務　　163
持合株　　83
持　分　　170
　──の結合　　221
持分損失　　216
持分プーリング法　　218，238，

245
持分法　　216

持分利益　　216
モデル基準　　247

◆� や　行

有価証券報告書　　3
有償取得のれん　　202
有税償却　　142
余資の運用に充てられている資産      

71，72
予想信用損失モデル　　253

◆� ら　行

利　益　　16
利益準備金　　175
利益剰余金　　175
履行義務　　254
リサイクル（リサイクリング）      

47，252
リスク　　5，12
　──からの解放　　74，92
　──の消滅　　72
リース契約　　133，254
リース資産　　135
リース負債　　135
利息費用　　152
利息法　　147
リターン　　5
流動化　　　87　→証券化
留保利益　　53，170
歴史的原価　　69
レジェンド条項　　240
連結企業集団　　197
連結財務諸表　　197
連結中心の財務報告　　235
連結の主体　　212
連結利益　　209
連単分離　　249
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◆� わ　行

割引率　　15

◆� アルファベット

ASBJ　→企業会計基準委員会
EDINET　　3
FASB　→財務会計基準審議会
FIFO　→先入先出法
IASB　→国際会計基準審議会
IFRS　→国際会計基準， 国際財

務報告基準
LIFO　→後入先出法
OCI　→その他の包括利益
OCI 累計額　→その他の包括利

益累計額
PBR　→株価簿価倍率
PER　→株価収益率
ROA　→総資本利益率
ROE　→自己資本利益率
SEC　→証券取引委員会
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